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総合部会の活動状況 

 
平成２８年８月１９日 

地震調査研究推進本部 

政策委員会総合部会 

 

平成 27 年８月 24 日の第 49 回政策委員会以降、これまでの総合部会の活動状況は

以下の通りである。 

 

１．地震本部の成果の普及方策について 

 

総合部会（部会長：長谷川昭：東北大学名誉教授）は、地震調査研究の成果を

着実に国民や地方公共団体等の防災・減災対策等に繋げていくため、国民や地方

公共団体等の防災減災対策等のニーズを正確に把握した上で地震調査研究を推進

するとともに、地震調査研究の目標や成果を分かり易く国民に示し、地震に関す

る正しい理解を得られるよう、これら方策を検討している。 

第55回会合において、地震本部の成果活用等に関する課題と対応について審議

し、特に速やかに取り組む必要がある課題３点（①データ公開・提供、②地震調

査委員会における当面の公表予定の公開、③地震本部に対する関係機関等のニー

ズの把握）が示され、検討を行うとともに、着手可能な課題から順次実施するこ

ととした。このうち、①については、地震本部ホームページにデータ公開ポータ

ルサイトを開設することとし、所定の準備が整ったことから、近く公開する予定

である。 

第54回会合において、平成27年度に実施するヒアリング・アンケート調査の方

針を審議し、活断層長期評価の利用状況や効果的な活用方法を調査するためにヒ

アリング・アンケート調査を実施することとした。この調査は平成28年３月にか

けて実施され、第60回会合でその結果報告がなされた。さらに、同回会合で平成

28年度に実施する調査の方針を審議し、平成28年４月に発生した熊本地震におい

て、余震に関する情報が被災者の避難行動等に多大な影響を及ぼしたことから、

「平成28年熊本地震における余震情報と避難行動等に係る影響等の把握等に関す

るアンケート調査」を実施することとした。 

平成 28 年４月の熊本地震においては、活断層の情報など地震調査研究の成果が

自治体や住民に浸透しておらず、必ずしも十分な防災・減災行動がとられていな

かったことが判明するなどの教訓を残した。これを踏まえ、第 58 回会合から第

60 回会合において、活断層長期評価の表記見直しについて審議し、地震発生確率

と地震後経過率を組み合わせたランク分けを導入することとした。 
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２．平成 29 年度の地震調査研究予算概算要求の調整の実施 

 

総合部会は、関係行政機関の地震に関する調査研究予算等の事務の調整を行っ

ており、「地震調査研究推進本部における予算等の事務の調整の進め方について」

に基づき、調整を行った。 

まず、６月３日開催の第57回会合において、地震調査研究の現状及び平成29 年

度以降における基本的考え方等について、関係行政機関を対象にヒアリングを行う

とともに、７月 15 日開催の第 58 回会合において、関係行政機関等の取組及び各施

策の評価を取りまとめ、特に重要と考えられる項目について議論を行った。この議

論を踏まえ、総合部会は、「平成29年度の地震調査研究関係予算要求に反映すべき

事項について」を７月21日に取りまとめ、関係行政機関等に対して通知した。さら

に、８月３日開催の第59回会合において、関係行政機関等を対象に、「反映すべき

事項」を踏まえた概算要求内容についてヒアリングを行った。これらを踏まえ、８

月15日開催の第60回会合において、平成29年度の地震調査研究関係予算概算要求

について議論し、総合部会における予算事務の一連の調整結果を取りまとめた。 
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表 最近の総合部会の開催状況 

 

開 催 年 月 日 回 議題 

平成２８年 １月２２日 第５５回 （１）情報通信研究機構における耐災害ＩＣＴ

研究について 

（２）地震本部の成果活用等に関する課題と対

応について 

（３）地震調査委員会における審議状況につい

て 

３月１１日 第５６回 （１）総合部会において今後優先的に取り組む

事項について 

（２）地震調査委員会における審議状況につい

て 

      ６月 ３日 第５７回 （１）地震調査研究の現状及び平成２９年度以

降における基本的考え方等についての機

関別ヒアリング 

      ７月１５日 第５８回 （１）平成２９年度の地震調査研究関係予算に

反映すべき事項について 

（２）活断層長期評価の分かりやすい情報発信

のあり方について 

（３）余震活動の見通しに関する情報の改善に

ついて 

      ８月 ３日 第５９回 （１）平成２９年度の地震調査研究関係予算概

算要求等に係るヒアリング 

（２）活断層長期評価の分かりやすい情報発信

のあり方について 

（３）その他（地震調査研究推進本部ＨＰの改

修方針について報告） 

      ８月１５日 第６０回 （１）地震調査研究成果の普及展開方策に関す

る調査について（報告） 

（２）活断層長期評価の表記見直しについて 

（３）平成２８年度のアンケート調査の実施方

針について 

（４）平成２９年度地震調査研究関係予算概算

要求について 

 


